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港湾の整備の枠組と概要

港湾の開発、利用、保全並びに開発保全航路の開発に関する基本方針

事業評価

特定港湾施設整備事業（起債事業）
（港湾管理者）

特定港湾施設整備事業（起債事業）
（港湾管理者）

国による資金の融通・斡旋
（行政評価法）

各港の港湾計画

港湾の整備

岸壁 航路 泊地 防波堤 ・・・
臨海部

土地造成

1

岸壁ふ頭用地
※1

荷役機械
※1

上屋
※1

※1 ：港湾整備事業と一体として実施する場合は事業評価を実施
※2 ：交通政策審議会港湾分科会事業評価部会で審議

港湾整備事業（公共事業）
（国・港湾管理者）

注）公共施設の整備を中心に記述。また､二重線内は交通政策審議会港湾分科会での審議事項

（港湾法） （港湾整備促進法)

※2
特定港湾施設整備事業基本計画



特定港湾施設整備事業とは

港湾の整備のしくみ

港 湾の整 備

港湾整備事業 （防波堤､航路･泊地､岸壁等）
（公共事業）＜直轄事業､補助事業等＞

特定港湾施設整備事業
（起債事業）

港湾機能施設整備事業
（上屋､荷役機械､ふ頭用地等）

臨海部土地造成事業
（港湾関連用地等 ､工業用地）

地方単独事業

ふ頭用地
港湾関連用地等

工 業 用 地

荷役機械

上屋引船(※２)

（タグボート）

業務ビル

工場

岸
壁

防
波
堤

航路・泊地

港湾整備事業

港湾機能施設整備事業 臨海部土地造成事業

特定港湾施設整備事業

(※1)

(※1)

港湾・臨海部の産業空間としての一体的な機能の確保

（港湾整備促進法）

(※2) 引船(タグボート)：船舶の離着岸を補助するために使用する船舶 2

各事業対象箇所（イメージ）

(※1) 港湾関連用地等：港湾計画に定められた 港湾関連用地、交流厚生用地、都市機能用地、交通機能用地 など



地方債資金の種類

●岸壁や防波堤等の整備のような直接国費を投入する港湾整備事業とは異なり､
港湾管理者（地方公共団体)が､地方債により資金を調達し､実施する事業。

●港湾管理者は､施設の使用料収入や土地の売却益等により､償還を行う。

地方債資金(公営企業債)を活用して行う特定港湾施設整備事業（起債事業）の性格

地方債資金

国内資金

国外資金

財政融資資金

地方公共団体金融機構資金※

民間等資金 市場公募資金

銀行等引受資金

外貨資金

地方債資金(公営企業債)の種類

※地方公共団体金融機構資金とは､地方公共団体による資本市場からの資金調達を効率的かつ効果的に補完するため､
地方公共団体金融機構が地方公共団体に対し融通する長期かつ低利の資金。
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特定港湾施設整備事業基本計画と資金融通等の手続き

4

④答申⑤請議
（7月上旬）

⑦
当
該
港
湾
に
お
け
る

基
本
計
画
の
通
知

(

7
月
上
旬)

（地方財政法
第五条の三第１項）

⑦資金の融通
のあっ旋
(7月上旬)

内 閣
（閣議）

国土交通省
②特 定 港 湾 施 設 整 備 事 業

基本計画の作成

地 方 公 共 団 体 ・ 港 湾 管 理 者

総 務 省

財 務 省
（財政融資資金の融通）

①
当
該
港
湾
の
事
業
に

関
す
る
資
料
の
提
出

交通政策審議会
港湾分科会

地方債の協議等同意

同意 協議等
（地方財政法施行令）

港湾整備促進法に基づく手続き地方財政法に基づく手続き

⑥承認
（7月上旬）

③諮問

（港湾整備促進法第三条第１項）

（港湾整備促進法
第六条第１項)

(

港
湾
整
備
促
進
法
第
三
条
第
３
項)

(

港
湾
整
備
促
進
法
第
四
条
第
１
項)



特定港湾施設整備事業基本計画作成の基本的考え方

●港湾管理者から提出のあった事業のうち､

以下の４要件を満たす事業を対象事業として整理 （参考資料４－２ 【施設別内訳】参照）

①港湾整備促進法第２条第1項第１号から第４号に定められた対象工事であること

②各港の港湾計画との整合の下に実施されるもの

③岸壁､防波堤､航路･泊地等に係る港湾整備事業の実施状況との整合が図られたもの

④地元関係者との調整等､事業実施に向けた調整が調ったもの

●基本計画に定められた施設毎の各年度の数量および事業費、実施対象港を

当該計画の決定事項として定める。

上 記 要 件 を 満 た し た 事業
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平成27年度 基本計画額の概要

平成27年度 基本計画額 （ 資料－４ 参照 ）

事業費 ４３５億円 （対前年度比 １．１１）

事業の規模

（内訳）

・港湾機能施設整備事業(機能債) ２９２億円 （対前年度比 １．１９）

・臨海部土地造成事業(臨海債) １４３億円 （対前年度比 ０．９８）

6

特定港湾施設整備事業

※⑦～⑩の施設は､
地方財政法第五条第１項第五号
により地方債の対象と
することができる

特定港湾施設整備事業対象施設(あっ旋対象施設)
(港湾整備促進法第二条第１項第一号～四号)

①貨物上屋(機)
②ふ頭用地(機)
③固定式および軌道走行式荷役機械(機)
④引船(機)
⑤貯木場(機)
⑥港湾区域又は臨港地区内において行う土地の造成又は整備(臨)

⑦旅客上屋
⑧マリーナ上屋
⑨移動式荷役機械
⑩港湾機能支援施設

特定港湾施設整備事業
以外の事業

１９億円

港湾機能施設整備事業
(機能債)
２９２億円

臨海部土地造成事業
(臨海債)
１４３億円

凡例： 港湾整備促進法による基本計画策定および資金融通のあっ旋対象

あっ旋対象外事業

基本計画額 ４３５億円



6,016 

5,272 
5,031 

4,745 

4,330 
4,015 

3,864 3,926 
3,733 

2,399 
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1,818 

1,420 

862 720 

343 
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参考：港湾整備事業(当初事業費）

臨海部土地造成事業
港湾機能施設整備事業



港湾管理者から提出された案件の確認状況

港湾管理者から
提出のあった案件の数

うち 港湾整備促進法第二条の対象工事である案件
港湾整備促進法
第二条の対象外

であるもの
港湾計画と整合し
ているもの

港湾整備事業と
整合しているもの

事業実施上の調整が
調っているもの

上 屋 ２６案件 ２１ ２１ ２１ ２１
対象外上屋

５事業

荷役機械 ２８案件 ２４ ２４ ２４ ２４
対象外荷役機械

４事業

ふ頭用地 ８５案件 ８４ ８４ ８４ ８４
対象外港湾での事業

１事業

貯 木 場 １案件 １ １ １ １

【港湾機能施設整備事業(機能債)】

【臨海部土地造成事業(臨海債)】
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港湾管理者から
提出のあった案件の数

うち 港湾整備促進法第二条の対象工事であるもの
港湾整備促進法
第二条の対象外

であるもの
港湾計画と整合し
ているもの

港湾整備事業と
整合しているもの

事業実施上の調整が
調っているもの

港湾関連用地等 ２２案件 ２２ ２２ ２２ ２２

工業用地 １２案件 １２ １２ １２ １２

（参考資料４－２ 【施設別内訳】参照）



平成27年度 基本計画（案）
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注）合計は四捨五入の関係で一致しない場合がある。

平成27年度 基 本 計 画 （案）

（資料４および参考資料４－２ 【施設別内訳】参照）

数　　量
事  業  費

(億円)
数　　量

事  業  費
(億円)

－－－ 292 －－－ 245 1.19

平成26年度(14港)

平成27年度(16港)

平成26年度(16港)

平成27年度(19港)

平成27年度(5港)

平成26年度(42港)

平成27年度(51港)

平成27年度(1港)

－－－ 143 －－－ 146 0.98

平成26年度(18港)

平成27年度(20港)

平成26年度(8港)

平成27年度(12港)

－－－ 435 －－－ 391 1.11

－－－

－－－ －－－

　ふ頭用地

平成27年度(案)

34

43

214

0.3

対前年度比

1.13189

　うち荷役機械の延命化 8 基 5 －－－ －－－

合　　　　　　　　　計

　臨海部土地造成事業(臨海債)

　港湾機能施設整備事業(機能債)

区　　　　　　分

906 千m2

  貯木場 7 千m2

　港湾関連用地等

　工業用地

343 千m2

193 千m2

90

53

備　　　　　　考

　上屋 26 棟

30 基　荷役機械

平成26年度

1.13

1.65

30

26

25 棟

22 基

187 千m2 43 1.23

805 千m2

354 千m2

－－－

102 0.88



主な案件の予定箇所

港湾機能施設整備事業
(機能債)



呉港（阿賀マリノポリス地区） （港湾管理者 広島県呉市）

主な案件の予定箇所(上屋の事例)

〔平成27年度事業概要〕
阿賀マリノポリス地区複合一貫輸送ターミナル整備の一環として、

岸壁背後のふ頭用地の整備および､ホットコイルや機械類貨物の
取扱いが可能となる貨物上屋を整備する。

港湾整備事業

凡例

ふ頭用地

上 屋

11

広島県呉市

施設名 全体事業費
事業期間
（年度）

過年度
実績額

平成27年度
事業費

ふ頭用地 83億円 H5～H32 77億円 1.1億円

貨物上屋 9.2億円 H26～H27 0.3億円 8.9億円

港湾分科会審議(港湾計画)：平成12年11月

岸壁(-7.5m 2B)
（H20年度 供用済）

H27年度 実施箇所

H27年度 実施箇所



〔平成27年度事業概要〕
伏木富山港新湊地区に設置している荷役機械(アンローダー：昭和44年

設置)の老朽化に伴う代替更新を行う。

主な案件の予定箇所(荷役機械の事例)
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荷役機械

凡例

富山県
高岡市、富山市、射水市

施設名 全体事業費
事業期間

（年度）

過年度

実績額

平成27年度

事業費

荷役機械 13億円 H26～H29 0.2億円 0.7億円

港湾分科会審議(港湾計画)：平成11年7月

伏木富山港（新湊地区） （港湾管理者 富山県）

H27年度 実施箇所

荷役機械(アンローダー)
（S44設置）



主な案件の予定箇所(ふ頭用地の事例)

ふ頭用地

港湾整備事業

仙台塩釜港（仙台港区） （港湾管理者 宮城県）

凡例
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宮城県仙台市､多賀城市

中野地区岸壁(-14m)
（H27年度内供用予定）

H27年度 実施箇所

中野地区：
ふ頭用地

向洋地区:
ふ頭用地

H27年度 実施箇所

施設名 全体事業費
事業期間
（年度）

過年度
実績額

平成27年度
事業費

ふ頭用地

（中野地区）
22億円 H22～H27 15億円 7.0億円

ふ頭用地
（向洋地区）

45億円 H19～H31 20億円 5.4億円

港湾分科会審議(港湾計画):平成25年6月

〔平成27年度事業概要〕
飼料工場の生産拡大に伴う穀物等の貨物需要に対応するため実施して

いる､中野地区国際物流ターミナル整備の一環として､岸壁（-14m）の完成
(平成27年度予定)に合わせ､ふ頭用地を整備する。

また､向洋地区で国際海上コンテナターミナルにおける取扱量の増加に
対応するため､背後のふ頭用地を拡張する。

向洋地区
国際海上コンテナ
ターミナル(供用中)



十勝港（北地区） （港湾管理者 北海道広尾町）

〔平成27年度事業概要〕
合板製造販売会社の十勝港進出に伴い、原材料(南洋材)輸入に

必要となる､新たな水面貯木場を整備する。

貯木場

凡例
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北海道広尾町

H27年度 実施箇所

貯木場

施設名 全体事業費
事業期間

（年度）

過年度

実績額

平成27年度

事業費

貯木場 1.8億円 H26～H27 1.5億円 0.3億円

地方港湾審議会(港湾計画):平成26年10月（軽易な変更）

主な案件の予定箇所(貯木場の事例)



主な案件の予定箇所

臨海部土地造成事業
(臨海債)



○臨海部※1において､工業用地などに供するため造成された土地は､平成26年末現在4万8,267haであり、

このうち約95%にあたる4万6,064haが売却等の処分※2が進んでいる。【図１】

○直近の５年間では、処分済用地合計(669ha) が竣工済用地合計(424ha) を上回り、未処分用地

は減少傾向にある。【図２】

臨海部土地造成事業で整備された用地の状況
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竣工済用地

※１ 港湾区域および臨港地区内に限る。

※２ 「処分」とは、売却・貸付を示す。
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【図２：臨海部の年間竣工面積と年間処分面積の関係】

処分済
95.4%

竣工済

用地

(48,267ha)

未処分
4.6%

処分済

（工業用地）

75.1%

処分済

（港湾関連用地等）
20.3%

未処分

（港湾関連用地等）

2.2%
未処分

（工業用地）

2.4%

【図１：臨海部土地における用地区分毎の処分状況割合】



相馬港（3号・4号ふ頭地区） （港湾管理者 福島県）

〔平成27年度事業概要〕
臨海部の土地需要(LNG受入基地建設)に対応するため工業用地を整備

する。
船舶の大型化や外貿貨物の新たな需要に対応するため､国際物流ターミ

ナルのふ頭用地を整備する。

ふ頭用地

港湾整備事業

凡例

主な案件の予定箇所(工業用地の事例)
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工業用地

福島県相馬市､新地町

施設名 全体事業費
事業期間

（年度）

過年度

実績額

平成27年度

事業費

ふ頭用地 66億円 H8～H30 48億円 2.5億円

工業用地 49億円 H26～H27 20億円 29億円

港湾分科会審議(港湾計画)：平成25年12月

岸壁(-12m耐震)
（H25年度 供用済）

岸壁(-10m耐震)
（H27年度 供用済）

H27年度 実施箇所

H27年度 実施箇所

工業用地 ふ頭用地

LNG受入基地を予定



荷役機械等の延命化に資する事業について
（機能債）



荷役機械等の延命化に資する事業の地方債対象について

○既存港湾ストックの老朽化が進む中､将来にわたり所要の機能を発揮できるよう『予防保全型』の考え
を導入した計画的な維持管理を推進しつつ､国民の命と暮らしを守るため､ハード・ソフト両面から計画
的､総合的に荷役機械等(※)の老朽化対策等を実施していくことが必要。

○平成26年度より､新たに延命化に資する事業に必要となる詳細定期点検診断と､将来にわたり活
用する見込みのない施設の処分費についても地方債の対象となった。

(※)荷役機械等の施設 ： 荷役機械､上屋､ふ頭用地､貯木場､引船､港湾機能支援施設

赤字：平成26年度より新たに地方債の対象となった項目

【例:既設の荷役機械の延命化対策フローと地方債の対象】 単独事業 単独事業or起債事業

定常的な維持・補修は単独事業で実施

一般定期点検診断
[目視､打音又は､ヒアリ
ング結果などから健全
度評価を行い､今後の
方針を判断
(定常的な点検調査）

○既設の荷役機械

延命化

更 新

処 分

処 分
(用途廃止施設)

延命化しない

処 分

更新（代替）する事業

設 計
（維持管理も考慮）

・設計図面
・維持管理計画書

など

更新工事

延命化対策
工 事

延命化に資する事業

詳細定期点検診断
（疲労損傷度等）

[非破壊検査（X線や超
音波探傷での計測等)]

設 計
（維持管理も考慮）

・設計図面
・維持管理計画書

など
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(参考)全国のコンテナクレーン設置港および設置基数
・設置港湾 ６５港
・設置基数 ３２１基
※H26.4.1現在(一社)港湾荷役機械システム協会調べ



清水港新興津地区国際海上コンテナターミナルガントリークレーンの延命化 (港湾管理者:静岡県)

荷役機械等の延命化に資する事業(実施例)

静岡県静岡市清水区

平成28年度
事業費(予定)

4.0億円

施設名

荷役機械(3基)
(延命化対策)

全体事業費
事業期間
(年度)

平成27年度
事業費

6.3億円 H27～H28 2.3億円

〔概要〕
平成15年に設置したガントリークレーン(設置後12年経過､耐用年数17年)

３基について､詳細定期点検診断を実施｡その結果を踏まえ､延命化対策工
事を実施予定｡

10年に1回程度の延命化対策工事により､耐用年数が約17年から約30年
程度に延命され､30年間のライフサイクルコストが､代替更新に比べ､１基あ
たり約５億円(約２５％)の縮減が可能であると見込まれる。

今後､護岸などの土木施設についても､延命化
に資する事業を全国に展開する予定｡

清水港新興津地区国際海上コンテナターミナル

荷役機械(ガントリークレーン)
延命化対策 3基

第一バース

第二バース
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[ライフサイクルコスト比較（参考）]
耐用年数30年

耐用年数17年 （予防保全（延命化対策実施））

経過年

H15 年

[ガントリークレーン1基当たりのライフサイクルコスト（30年間）の比較]

費
用

経過年

　事後保全（代替更新）　　　
＞

　予防保全（延命化対策）
約２０億円 約１５億円

効
用
・
性
能

17

基 準 線

1基あたり約５億円、２５％の経費削減が実現　＊1基あたり年間0.17億円の経費削減

H32 H37 H45
12 22 30

H27

新設費用
約 9億円

更新費用
約 9億円延命化対策費

約 2億円
延命化対策費
約 2億円 維持管理費[30年間]

約 2億円(約7百万円/年)



【平成27年1月14日総務省プレスリリース ｢平成27年度地方債計画資料｣より】

○施設等の建設又は改良時に発行した､地方債(公営企業債)の償還期間と耐用年数との間に差がある
ことにより､構造的に資金不足が発生する(図1参照)｡長期的な収支見通しに基づき安定的な経営を
行うためには､地方債(公営企業債)の償還期間と施設等の耐用年数との差を縮小することが必要｡

○平成27年度以降に同意等を受けて発行する地方債(公営企業債)のうち､財政融資資金を充当するもの
について､施設の耐用年数等を踏まえて償還年限が延長された(表1参照)｡

（参考）地方債(公営企業債)の償還年限の延長について
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※平成26年11月28日 財政制度等審議会 財政投融資分科会
資料２－１より抜粋

45年

料金収入のうち企業債償還分(減価償却費相当額)

支
出

30年

収
入

企業債元金償還分
(料金収入分)

企業債元金償還分
(構造的資金不足部分)

90億円

90億円

2億円

2億円

1億円

耐用年数45年の施設に90億円(30年償還)の企業債を充当した場合
※企業経営に係る収入･支出のうち､企業債の償還元金とそれに

対応した料金部分を抜粋

30年目までに構造
的資金不足が発生
し､資金不足分は
31年目以降の料金
により後年度回収
される。

※ふ頭用地、上屋、荷役機械の３施設が償還年限延長対象施設
※（ ）内は据置期間
※地方公共団体金融機構の貸付金も同様の見直しが行われる。

【表1 公営企業債に適用される財政融資資金の償還年限】

施 設 名

平成26年度償還年限 平成27年度以降償還年限

固定金利
方式

利率見直し
方式

固定金利
方式

利率見直し
方式

ふ 頭 用 地 20年(5年) 30年(5年) 40年(5年) 40年(5年)

上 屋 20年(3年) 25年(3年) 31年(3年) 31年(3年)

荷 役 機 械 15年(3年) 15年(3年) 17年(3年) 17年(3年)

貯 木 場 20年(3年) 20年(3年) 20年(3年) 20年(3年)

引 船 15年(3年) 15年(3年) 15年(3年) 15年(3年)

【図1 公営企業債の償還期間と料金回収期間のずれ】
(イメージ)


